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上記の環境変化により定員増加の困難化 申告者数の増加 課税 ・ 徴 収 事 案 の 複 雑 、 困 難 化 国税の職場環境の変化（女性職員・子育て中の職員の増加、若手職員の意識変化）が更に加速化 

納税環境の整備 

 

 

 

 

(1)  情報提供のＩＴ化の推進 

国税庁ＨＰやタックスアンサーの充実、メールマガジンの

活用  

(2) 申告手段の多様化、ＩＴ化の推進 

ｅ－Ｔａｘの導入、ＨＰの確定申告書等作成コーナーの充実

(3) 確定申告期の対応 

① 申告相談の日曜日（２日間）実施（閉庁日対応） 

② 申告相談における自書申告の一層の推進 

(4)  税務相談体制の効率化に向けた検討 

税務相談のあり方に関し、税理士との関係も含め、対応す

べき相談の範囲や体制について整理、見直し 

国税職員の職場環境の整備 

 

 

 

 

(1) 男女共同参画社会実現のための取組 

① 女性職員の能力適性を生かせる人事政策の推進 

② 子育てと仕事の両立の観点から「国税庁特定事業

主行動計画」の推進 

(2)  若手職員に対する指導育成策の充実 

(3) 取り巻く環境の変化に対応した研修制

度の見直し 

(4) 執務環境の整備(狭あい庁舎の増築、喫煙室の整備等) 

(5) 税務大学校の研究機能の強化 

 

 

諸施策の推進のために、限られた定員の最適配分  定量的効果を踏まえた予算配分  適材適所の人事配置 に更に努める。   

     また、政府全体の取組みとして「業務・システムの最適化計画」の策定（平成１８年３月）  ＫＳＫ（国税総合管理）システムのリプレース（平成２２年度目途）に向け計画を実現 

○基本的視点 

 職員が意欲と希望をもって職務に精励できる職場

環境づくり 

○基本的視点 

 申告者数の増加に対応した申告納税制度の趣旨に沿っ

た納税者サービスの再構築 

我が国の人口構成の急激な変化＝「人口減少社会・超高齢化社会」   

労 働 力 人 口 の 減 少          家 計 貯 蓄 率 の 低 下 

右肩上がり経済の終焉 → 更なる行財政改革の要請 

  税制改革の要請＝元気な人々皆で支える税制 

   （→ 所得税の課税最低限の引下げ、消費税の免税点の引下げ等） 

  行政改革の要請＝スリムで効率的な政府の実現 

グローバル化の進展 

→ 対内直接投資や対外直接投資の増加 

国境を越えた人の移動の活発化 

会計基準の国際的相互浸透 

国際的租税回避スキームの巧妙化 

上記の内外の厳しい環境のなかで、引き続き、国民の負託に応えていくためには、職員が意欲をもって働ける職場環境づくりに配意しつつ、 

国税庁に課された適正かつ公平な税務行政の推進及び納税環境の整備に従来以上に効果的・効率的に取り組むことが必要。 

このため、○ 税務当局、申告納税制度の趣旨に沿って納税者、公共的使命を有する観点から税理士について、それぞれの役割を再整理したうえで、
      ○ 税務当局が実施すべきものについては、国税庁、国税局（間）及び税務署（間）においてそれぞれが果たすべき機能を再構築し、 

○ ＩＴ化に対応した事務の見直し及び職員以外で実施可能な事務のアウトソーシング化等を推進。 

内部事務（総務関係事務を含む）の基本的見直し 

 

 

 

 

 

(1)  内部事務の効率化等 

内部事務の一元化・集中化の試行による内部事務の効率

化策の検討  

(2) 総務関係事務の効率化等 

会計、厚生、給与等関係事務のＩＴ化、局集中化、アウ

トソーシング化の推進 

  
 

調査・徴収事務の基本的見直し 

 

 

 

 

 

(1) 調査・徴収事務の充実 

   局署の役割分担等を踏まえた調査・徴収体系の基本的見直し

の検討  

(2) 公共的使命を有する税理士の役割      

新書面添付制度の育成等 

(3)  先端分野等に対する対応 

① 国際的租税回避スキームへの対応等の国際課税の充実、

企業活動等の高度情報化への的確な対応 

② 連結納税制度への的確な対応 

③ 納税者の予測可能性の確保  

・事前照会に対する対応の充実 

・移転価格課税に関するＡＰＡ（事前確認制度）の活用 

○基本的視点 

 適切な事務運営の確保に配意しながら、ＩＴ化に対応

した事務の見直しや、職員以外でも実施可能な事務の

アウトソーシング化の徹底等により効率化、スリム化を促進

○基本的視点 

 納税者のコンプライアンス維持・向上のため、調査・徴

収体系の基本的見直し等により、更に効果的、効率的に

調査・徴収事務を実施 

アジア諸国の経済発展、会計基準等のグローバル化

日本型雇用慣行のゆらぎと働き方の多様化 

家族のかたちの多様化   

など
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